
面　　積 人口密度

17年 人 ｋ㎡ 人

増減率 ％

21.3.31 人 国　調 4.3 ％ 17.2 ％ 78.5 ％

20.3.31 人
12　年 1,636 人 5,952 人 20,921 人

増減率 ％ 国　調 5.7 ％ 20.9 ％ 73.4 ％

平成20年度 平成19年度 増減額

1. 22,497,631 20,991,284 1,506,347 7.2 ％

2. 21,235,122 20,112,900 1,122,222 5.6 ％

3. 1,262,509 878,384 384,125 43.7 ％

4. 345,306 97,613 247,693 253.8 ％

5. 917,203 780,771 136,432 17.5 ％

6. 136,432 198,357 △ 61,925 △ 31.2 ％

7. 46,329 28,363 17,966 63.3

8.

9. 26,833 △ 26,833 皆減

10. 182,761 199,887 △ 17,126 △ 8.6

％

％

％

％

歳　　出 実質収支
（総費用） （純損益）

企適 439,949 14,215 140,708 - ％

企非 995,455 52,528 189,352 -

企非 33,570 △ 2,405 25,935 -

事 4,353,213 86,456 453,430

事 429,496 47,035 35,056

事 2,044,381 98,858 369,948

事 294,886 15,323 72,280

改定実施
年 月 日

市 町 村 長 平成15年1月1日 円

副市町村長 平成15年1月1日

収 入 役

教 育 長 平成15年1月1日

議 会 議 長 平成9年1月1日

副 議 長 平成9年1月1日

議 会 議 員 平成9年1月1日

起 債 制 限 比 率

積 立 金 現 在 高

1.08

将 来 負 担 比 率 45.4

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 16.6

14.4

区　　　　　　　分 増減率

住民基
本台帳

人口集中地区人口

53.51 1,122
17年国調

12年国調

人　　　　　口

人

産　　　　業　　　　構　　　　造

決 算 状 況

平  成  20 年  度 コード番号

市 町 村名 印 西 市
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市町村類型

交 付 税 種
地 区 分

Ⅱ-1

Ⅱ-6

番号

第１次
人

就
業
人
口

区　　分

1,297 人
17　年

平成8年4月1日　市制施行

40,305

46,335

S４０．４．１以降の合併等の状況

12年
国 勢
調 査 人

財　政　指　標　等

第２次

5,186 23,686

第３次

人 人

7,121,541

9.5

4,892,002

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

14.2

89.7

6.8

公 債 費 比 率

単 年 度 収 支

積 立 金

繰 上 償 還 金

9,869,021

積 立 金 取 り 崩 し 額

実 質 単 年 度 収 支

公 債 費 負 担 比 率

歳 入 総 額

歳 出 総 額

差 引

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

経 常 収 支 比 率

13,494,842

資金不足
比　　率

標 　準 　財 　政 　規 　模

2,143,239

310,209 3,212

印西地区環境整備事業組合

印西地区衛生組合

印西地区消防組合

印旛利根川水防事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

51,677

1,094,406

特　　　　別　　　　職　　　　等

近郊整備

広　  　域
区　　　分

1人当たり平均給料
（報酬）月額　 　　円

給
与
等
の
状
況

農　  　工

リゾート

824,500

649,900

430,000

半島振興

公害防止

低　  　工

過疎地域

山村振興

360,000

340,000

一 般 職 員

うち技能労務職員

うち消防職員

教育公務員

臨 時 職 員

合 計

688,700

330,510

454

37

17

471

328,529

261,270

383,412

職　員　数
1人当たりの支給月

額

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

区　　　分

261,080

6,981

43,357

1,272,817

871

うち財政調整基金

地 方 債 現 在 高

財 政 健 全 化 判 断 比 率

実 質 赤 字 比 率 -

債務負担行為支出予定額 9,897,799

16,855,349

公 営 事 業 会 計 等 の 状 況

60,060

60,468

△ 0.7

63,859

62,185

2.7

基　準　財　政　需　要　額 8,781,324

基　準　財　政　収　入　額

地域指定等の状況

○

○

○

会　　計　　名
歳　　入

（総収益）
種
別

上水道

公共下水道

4,439,669

476,531

特定環境下水道

国民健康保険

老人保健

介護保険

普通会計
からの繰入

額
454,164

1,009,701

31,165

後期高齢者医療

一 部 事 務 組 合 加 入 状 況

組　　合　　名

千葉県市町村総合事務組合

印旛郡市広域市町村圏事務組合

う ち 投 資 的 経
費充当額又は
基準内繰出金

9,780

20,092

負　担　金
(繰出金）
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経常一般財源 決算額 一般財源等
経 常 経 費 充 当
一 般 財 源

57.7 ％ 7.6 ％ 12,088,870 4,099,325 19.3
%

5.1
% 3,692,409 3,668,918 27.0

%

1.0 △ 2.9 224,978 2,956,945 13.9 6.3 2,555,993

0.2 △ 0.6 39,480 1,517,252 7.1 1.2 656,875 656,875 4.8

0.1 △ 56.8 18,565 2,446,669 11.5 △ 0.1 2,446,669 2,446,669 18.0

0.0 △ 79.8 6,222 2,446,669 11.5 △ 0.1 2,446,669 2,446,669 18.0

2.3 5.8 520,124

0.4 △ 4.8 99,440 8,063,246 38.0 2.7 6,795,953 6,772,462 49.8

0.6 △ 18.8 2,670,987 12.6 △ 13.8 2,195,547 1,985,146 14.6

0.0 87,559 0.4 △ 10.9 85,354 85,354 0.6

0.4 77.8 98,390 3,156,587 14.9 9.7 3,128,782 2,397,402 17.6

0.6 △ 0.1

1,083,578 5.1 2.1 965,639 965,639 7.1

0.6 △ 0.1 15,061,957 70.9 0.5 13,171,275 12,206,003 89.7

63.3 6.7 13,222,442

0.0 △ 7.6 9,881

0.2 △ 16.8 574,762 2.7 314.8 527,466

1.2 11.8 35,641 67,720 0.3 △ 37.5 34,820

0.3 9.5 295,568 1.4 17.8 295,568

8.8 54.4

2.7 2.8 5,235,115 24.7 13.1 1,713,208

0.3 15.5 26,402 194,110 0.9 19.5 185,764

0.0 21.3 5,235,115 24.7 13.1 1,713,028

4.7 99.6 補　　　助 3,000,566 14.1 106.3 196,460

1.2 △ 8.4 単　　　独 2,234,549 10.5 △ 29.6 1,516,568

11.7 △ 33.8 6,587

5.6 125.1

1.3 △ 45.0

100.0 7.2 13,300,953 21,235,122 100.0 5.6 15,742,337

超 過 課 税 分
収 入 済 額

決算額 一般財源等

個　　人　　分 33.8
％

3.5
％

226,777 1.1
％

1.6
％

226,777 道 路 舗 装 率 69.8
％

法　　人　　分 8.4 17.7 3,862,045 18.2 29.7 2,741,743 道 路 改 良 率 50.7
％

48.0 8.7 4,032,481 19.0 10.1 2,689,091 上 水 道 等 普 及 率 85.4
％

0.4 5.1 2,197,732 10.3 △ 6.8 2,065,735 下水道普及率(人口） 87.8
％

2.6 △ 1.9 し 尿 収 集 率 6.5
％

154,174 0.7 4.1 147,667 し尿衛生処理率 100
％

119,715 0.6 1.6 94,715 ご み 収 集 率 92
％

93.2 7.1 3,702,903 17.4 40.7 1,352,859 ご み焼 却処 理率 63.9
％

1,391,846 6.6 6.4 1,264,868 保育所施設充足率 127.1
％

6.8 14.5 3,100,780 14.6 △ 26.8 2,712,033 幼稚園施設充足率 185.4
％

小 学 校 非 木 造 比 率 99.7
％

2,446,669 11.5 △ 0.1 2,446,669 中 学 校 非 木 造 比 率 99.9
％

6.8 14.5

100.0 7.6 21,235,122 100.0 5.6 15,742,157

98.4
％

20.0
％

94.4
％

市町村民税 98.2 21.6 94.4

固定資産税 98.5 18.9 94.2

現年課税分

合　　　　　　　計

886,375

災 害 復 旧 費

公 債 費

滞納繰越分 合　　　計

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

合　　　　　　　計

徴
収
率

12,975,245

区　　　　　分

市 町 村 税

決算額

128,245

340,204

1,051,386

2,622,825

39,480

520,124

99,440

目 的 税

固 定 資 産 税

入 湯 税

内
訳都 市 計 画 税

水利地益 税等

事 業 所 税

消 防 費

市 町 村 た ば こ 税 労 働 費

鉱 産 税 農 林 水 産 業 費

教 育 費886,375

特 別土 地保 有税 商 工 費

法定普通税小計 土 木 費12,088,870

法定外普通税・旧法税

軽 自 動 車 税 衛 生 費

議 会 費

総 務 費

市町村
民 税

4,379,182

1,084,614

6,226,796

58,074

区　　　　　分 区　　　　　分

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税 目　　　的　　　別　　　歳　　　出

決算額

民 生 費

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計22,497,631

うち減収補てん債特例分

300,000うち臨時財政対策債

諸 収 入

地 方 債

災 害 復 旧事 業費

失 業 対 策事 業費

内
訳

内
訳

繰 入 金

繰 越 金

1,252,000

278,384

財 産 収 入

寄 附 金 普 通 建 設事 業費

う ち 人 件 費77,980

1,566

国 有 提 供 施 設 等 交 付 金

県 支 出 金 投 資 的 経 費611,663

手 数 料
繰 出 金 ( 経 常 的

な も の を 除 く )

国 庫 支 出 金 前年度繰上充用金

57,426

1,980,536

内
訳

一　般　財　源　計

経常的経費小計

分 担 金 ・ 負 担 金 積 立 金

使 用 料
投 資 ・出 資 ・貸 付 金 ( 経

常 的 な も の を 除 く )

41,888

275,034

構成比 増減率

98,390

17,004,666

交通安全対策特別交付金

経 常 的 繰 出 金

特別交付税

普通交付税

126,373
維 持 補 修 費

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

公共施設の整備状況

地 方 交 付 税

補 助 費 等地方特例交付金等

構成比 増減率

区　　　　　分構成比 増減率 構成比

軽油引取税交付金

物 件 費自動車取得税交付金

義務的経費小計

126,373

12,975,245

224,978地 方 譲 与 税 う ち 職 員 給

Ⅱ-1

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

印 西 市

区　　　　　分 増減率
経 常 収 支
比 率

地方消費税交付金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

類　　　型

地 方 税 人 件 費

投資的経費充当可能一般財源

18,565

6,222 内
訳

経常的貸付金等

128,245

14,237,062

9,881

2,975,537

　うち債務負担行為に係る支出
額に充当された一般財源等

935,001

一般財源等総額

経常一般財源

13,300,953

扶 助 費

公 債 費

12,206,003

元 利 償 還 金

一 時 借 入金 利子

経常経費充当一般財源



【用語解説】 

１、財政力指数 

 団体の財政力（体力）を示すものです。基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３

年間の平均値。 

この数値が大きいほど財政的に余裕があり、１を超えた団体は普通交付税の不交付団体となります。 

２、実質収支比率 

 実質収支額の標準財政規模に対する割合。一般的には３～５％程度が望ましいとされます。 

３、経常収支比率 

 人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に地方税・普通交付税等を中心とする経常的一般財源が

どの程度充当されているかを示すものです。この比率が高いほど財政構造が硬直化していることを

示します。 

４、公債費比率 

 公債費に充当された一般財源の額が、標準財政規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額に占

める割合。 

５、公債費負担比率 

 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合。率が高いほど財政の硬直性を示し、

一般的には１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされます。 

６、起債制限比率 

 地方公共団体における公債費に対する財政負担の度合いを示す指標。地方債元利償還金等に充当

された一般財源のうち地方交付税で措置されるものを除いた額が、標準財政規模及び臨時財政対策

債発行可能額の合計額に占める割合で、過去３年間の平均値。 

 ２０％以上になると、新たな地方債の借入が制限されます。  

７、実質赤字比率 

地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

８、連結実質赤字比率 

 公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額または資金の不足額の標準財

政規模に対する比率です。 

９、実質公債費比率 

 一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率で過去 3年の平均値です。 

10、将来負担比率 

 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。一般会計等が背負って

いる借金が一般会計等の標準的な年間収入の何年分かがわかります。 

11、資金不足比率 

 公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率です。 

12、標準財政規模 

 地方公共団体の標準的な一般財源の規模を表す数値。 

13、基準財政収入額 

 普通交付税の算定に用いるもので、標準的な状態で見込まれる税収入を一定の方法で算定したも

のです。 

14、基準財政需要額 

普通交付税の算定に用いるもので、合理的かつ妥当な水準で行政運営した場合に係る経費を一定

の方法で算定したものです。 
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